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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第132期
第２四半期
連結累計期間

第133期
第２四半期
連結累計期間

第132期

会計期間
自平成23年４月１日

至平成23年９月30日

自平成24年４月１日

至平成24年９月30日

自平成23年４月１日

至平成24年３月31日

売上高 （百万円） 280,375 246,996 557,864

経常利益又は経常損失（△） （百万円） 6,824 △7,256 4,688

四半期純利益又は

四半期（当期）純損失（△）　
（百万円） 3,924 △10,734 △4,868

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 183 △16,662 △9,266

純資産額 （百万円） 203,425 174,153 193,485

総資産額 （百万円） 656,833 621,978 627,428

１株当たり四半期純利益金額又は

四半期（当期）純損失金額（△）　
　（円）     4.34     △11.88     △5.39

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
　（円） －　 －　 －　

自己資本比率 　（％）     30.0     27.1     29.8

営業活動によるキャッシュ・フロー（百万円） 18,872 17,743 42,075

投資活動によるキャッシュ・フロー（百万円） △13,641 △12,355 △25,102

財務活動によるキャッシュ・フロー（百万円） △4,282 17,767 △16,894

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 18,812 41,221 18,235

　

回次　　
第132期
第２四半期
連結会計期間

第133期
第２四半期
連結会計期間

会計期間　
自平成23年７月１日

至平成23年９月30日

自平成24年７月１日

至平成24年９月30日

１株当たり四半期純利益金額又は

四半期純損失金額（△）　
（円） 1.97 △5.50

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．売上高には消費税等を含んでいない。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載していない。

４．金額については、表示単位未満を切り捨てて表示している。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はない。また、

主要な関係会社に異動はない。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。

　なお、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更があった事項は、次のとおりであ

る。

　　　当社は、平成24年10月１日に日本金属工業株式会社との共同株式移転による経営統合を実施したので、前事業年度の有

価証券報告書に記載した事業等のリスク「(11)日本金属工業株式会社との経営統合について」は消滅した。

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

　当第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）のわが国経済は、政策効果等を背景と

して、製造業を中心に緩やかな回復基調で推移したが、欧州の債務危機等に起因する記録的な円高の継続に加え、後半

にかけて中国や新興国経済の停滞感が強まるなど、厳しい状況が続いてきた。　

  鉄鋼業界においても、住宅建設・自動車分野などの需要は比較的堅調に推移したものの、長引く円高による輸出の

不振や中国の供給能力過剰、輸入鋼材の流入増加等により、国内外の鋼材市況が総じて軟化するなど、厳しい経営環境

が続く展開となった。

  このような環境のもと、当社グループは鉄鋼業界を取り巻く厳しい経営環境を踏まえ、安価原料の使用拡大や省エ

ネルギー化など、収益改善に向けたきめ細かな合理化・総コスト削減活動に鋭意取り組んできた。また、表面処理やス

テンレス、特殊鋼など、独自の高付加価値商品の拡販を図るとともに、環境・エネルギーなど今後の成長分野におい

て、加工・成型技術の活用を含めた需要開発や新たな用途提案を積極的に推進した。

　当第２四半期連結累計期間の連結業績については、売上高2,469億円（消費税等を含んでいない。前年同期比333億円

減収）、営業損失82億円（同155億円減益）、経常損失72億円（同140億円減益）、四半期純損失107億円（同146億円減

益）となった。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローが177億円、投資活

動によるキャッシュ・フローが△123億円となり、営業活動によるキャッシュ・フローに投資活動によるキャッシュ

・フローを加えたフリー・キャッシュ・フローは53億円となった。また、財務活動によるキャッシュ・フローは177億

円となった。

　以上の結果等により、当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ

て229億円増加し、412億円となった。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　税金等調整前四半期純損失99億円（前年同期比151億円の収入減）、減価償却費等による収入があり、営業活動によ

るキャッシュ・フローは177億円（同11億円の収入減）となった。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　有形固定資産の取得等により、投資活動によるキャッシュ・フローは△123億円（同12億円の支出減）となった。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　社債の発行等により、財務活動によるキャッシュ・フローは177億円（同220億円の収入増）となった。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。

　なお、当社は平成24年10月１日に日本金属工業株式会社と共同株式移転の方法により持株会社日新製鋼ホールディ

ングス株式会社を設立し、同日付で同社株式を東京証券取引所市場第一部に上場した。これにより、当社の株主は日新

製鋼ホールディングス株式会社１名となり、平成24年９月26日付で当社株式は上場廃止となったため、当社における

株式会社の支配に関する基本方針は不要となり、「株式の大量買付けに関する適正ルール(買収防衛策)」(以下「適

正ルール」)は平成24年９月28日をもって継続せず有効期間を満了した。

　これに伴い、日新製鋼ホールディングス株式会社は、平成24年10月１日開催の取締役会において株式会社の支配に関

する基本方針並びに適正ルールの導入を決議し、その内容は従前の当社の内容を踏襲している。　　

　

(4) 研究開発活動　

　当社グループでは、自動車、電機、新エネルギー、ＩＴ分野などの新規・成長分野において当社独自の鉄鋼製品の先行

的開発に取り組むとともに、地球環境に配慮し、資源の有効利用、環境負荷低減、省エネルギーの実現が可能な鉄鋼製造

プロセス技術の開発に取り組んでいる。さらには、新たな加工・接合技術などの開発により、材料と加工・接合技術の

掛け算で需要家へのソリューション提案を積極的に展開している。

  当第２四半期連結累計期間の研究・商品開発の主な成果には、太陽電池バックシート用高強度SUS箔、太陽光発電設

備構造体用ZAM鋼板、高効率給湯器関連用途に適した高耐食ステンレス鋼板などがある。また、優れた耐食性を有する亜

鉛－アルミニウム－マグネシウム系溶融めっき鋼板「ＺＡＭ」、耐踏み潰れ性に優れた鋼板屋根、高純度フェライト系

ステンレス鋼板、高強度鋼板等の用途拡大を図るためのソリューション技術開発がある。

  なお、当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は  2,111百万円である。
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(5）生産、受注及び販売の実績

　当第２四半期連結累計期間において、鉄鋼製品の生産、受注及び販売実績が著しく減少している。

① 生産実績

　 当第２四半期連結累計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりである。

セグメントの名称　 金額（百万円) 前年同期比（％)

鉄鋼 205,080 87.8

　（注）　生産実績の金額は製造費用であり、消費税等は含んでいない。

　

② 受注状況

　 当第２四半期連結累計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりである。

セグメントの名称 受注高（百万円) 前年同期比（％)　 受注残高（百万円) 前年同期比（％)　

鉄鋼 221,725 86.1 51,314 113.3

　（注）　受注高及び受注残高の金額には消費税等を含んでいない。

　

③ 販売実績

　 当第２四半期連結累計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりである。

セグメントの名称 金額（百万円) 前年同期比（％)

鉄鋼 246,996 88.1

　（注）　販売実績の金額には消費税等を含んでいない。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,977,964,000

計 3,977,964,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成24年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年11月13日）

上場金融商品取引所名又は登録認可
金融商品取引業協会名

内容

普通株式 994,500,174 994,500,174 非上場
単元株式数

1,000株　

計 994,500,174 994,500,174 － －

　(注） 当社株式は、平成24年9月26日をもって東京証券取引所（市場第一部）、大阪証券取引所（市場第一部）、名古　　　　

　　

　　　屋証券取引所（市場第一部）及び福岡証券取引所における上場が廃止となった。これは平成24年10月1日を効力発 

      生日とする日本金属工業株式会社との共同株式移転により、平成24年10月1日付で当社が日新製鋼ホールディング

      ス株式会社の完全子会社になることが予定されていたことによるものである。　

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はない。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はない。　

　　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はない。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成24年７月１日～

平成24年９月30日　
－ 994,500,174－ 79,913 － 49,893
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（６）【大株主の状況】

 平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

新日本製鐵株式会社 東京都千代田区丸の内2-6-1 91,242 9.17

三和ホールディングス株式会社 東京都新宿区西新宿2-1-1 32,008 3.22

太陽生命保険株式会社 東京都港区海岸1-2-3 26,500 2.66

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 24,614 2.48

日本トラスティ・サービス信託銀行　

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海1-8-11 20,222 2.03

日本マスタートラスト信託銀行株式　

会社（信託口）
東京都港区浜松町2-11-3 20,163 2.03

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1-6-6 19,940 2.01

株式会社みずほコーポレート銀行

（常任代理人　資産管理サービス信託

銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内1-3-3

(東京都中央区晴海1-8-12)　

　

17,705 1.78

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関3-7-3 13,394 1.35

住友生命保険相互会社

（常任代理人　日本トラスティ・サー

ビス信託銀行株式会社）

東京都中央区築地7-18-24

（東京都中央区晴海1-8-11）
12,992 1.31

計 － 278,783 28.03

　（注）　　１．当社は自己株式を89,151千株保有しているが、上記大株主からは除外している。

            ２. 三井住友信託銀行株式会社から平成24年８月21日付の大量保有報告書（変更報告書No.４）の写しの送

　　　　　　　  付があり、共同保有者３名が平成24年８月15日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けてい

                る。　

　　　　　　　  なお、大量保有報告書（変更報告書No.４）の内容は、次のとおりである。　

名又は名称
所有株式数
（株）

 発行済株式総数に対する

 所有株式数の割合（％）

 三井住友信託銀行株式会社　　　 34,408,000 3.46

 三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社 1,623,000 0.16

 日興アセットマネジメント株式会社 5,593,000 0.56

計 41,624,000 4.19

            ３．株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから平成24年10月１日付の大量保有報告書（変更報告

書　

　　　　　　　　No.６）の写しの送付があり、共同保有者４名が平成24年９月24日現在で以下の株式を所有している旨　　

　　　　　　　　の報告を受けている。　

　　　　　　　　なお、大量保有報告書（変更報告書No.６）の内容は、次のとおりである。　　

名又は名称
所有株式数
（株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 24,614,655 2.48

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 26,710,000 2.69

三菱ＵＦＪ投信株式会社 3,152,000 0.32

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 5,264,686 0.53

計 59,741,341 6.01

　　　　　　

            ４．上記２及び３のとおり、当第２四半期累計期間に係る大量保有報告書が提出されているが、当社として

　　　　　　　　は、当第２四半期会計期間末現在における実質所有状況の確認ができないため、[大株主の状況]欄は、　　　

　　　　　　　　株主名簿に基づいて作成している。　

　

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成24年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －
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区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 89,151,000 － 単元株式数1,000株

完全議決権株式（その他） 普通株式 902,801,000 902,801同上　

単元未満株式 普通株式 2,548,174 － １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数     994,500,174－ －

総株主の議決権 － 902,801 －

 

②【自己株式等】

 平成24年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日新製鋼株式会社
東京都千代田区丸の内

三丁目４番１号
89,151,000－ 89,151,000 8.96 

計 － 89,151,000－ 89,151,000  8.96  

（注） 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっているが実質的に所有していない株式が1,000株（議決権の数１個)

ある。当該株式数は、上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式に含まれている。

　

２【役員の状況】

　該当事項はない。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成している。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成24年７月１日から平成

24年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 18,240 41,226

受取手形及び売掛金 80,323 66,397

たな卸資産 ※1
 132,382

※1
 130,300

その他 18,330 16,246

貸倒引当金 △697 △739

流動資産合計 248,579 253,431

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 69,601 68,158

機械装置及び運搬具（純額） 91,571 88,241

その他（純額） 63,389 65,238

有形固定資産合計 224,562 221,638

無形固定資産 8,247 7,910

投資その他の資産

投資有価証券 103,767 93,601

その他 42,153 45,403

貸倒引当金 △544 △536

投資その他の資産合計 145,376 138,468

固定資産合計 378,186 368,017

繰延資産 661 529

資産合計 627,428 621,978

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 80,523 77,658

短期借入金 75,863 89,079

コマーシャル・ペーパー 10,000 17,000

1年内償還予定の社債 10,000 20,000

引当金 628 493

その他 36,724 35,178

流動負債合計 213,740 239,410

固定負債

社債 90,000 100,000

長期借入金 82,185 61,235

退職給付引当金 30,377 29,684

特別修繕引当金 12,701 12,906

その他の引当金 962 774

その他 3,976 3,815

固定負債合計 220,203 208,414

負債合計 433,943 447,825
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 79,913 79,913

資本剰余金 49,893 49,893

利益剰余金 88,577 76,466

自己株式 △26,444 △26,445

株主資本合計 191,939 179,827

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 6,718 1,203

繰延ヘッジ損益 319 △735

土地再評価差額金 360 360

為替換算調整勘定 △12,485 △11,956

その他の包括利益累計額合計 △5,087 △11,128

少数株主持分 6,633 5,454

純資産合計 193,485 174,153

負債純資産合計 627,428 621,978
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

売上高 280,375 246,996

売上原価 250,894 233,118

売上総利益 29,481 13,878

販売費及び一般管理費 ※1
 22,165

※1
 22,114

営業利益又は営業損失（△） 7,315 △8,235

営業外収益

受取利息 106 89

受取配当金 1,133 594

持分法による投資利益 4,541 6,171

その他 371 354

営業外収益合計 6,152 7,210

営業外費用

支払利息 2,757 2,755

為替差損 1,182 852

出向者労務費差額負担 903 839

その他 1,799 1,783

営業外費用合計 6,643 6,231

経常利益又は経常損失（△） 6,824 △7,256

特別利益

固定資産売却益 － 32

負ののれん発生益 － 1,154

特別利益合計 － 1,186

特別損失

固定資産除売却損 380 214

投資有価証券評価損 － 3,071

その他の投資評価損 － 545

その他の投資売却損 649 －

災害による損失 589 －

特別損失合計 1,619 3,831

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

5,205 △9,901

法人税等 1,126 690

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

4,079 △10,591

少数株主利益 154 142

四半期純利益又は四半期純損失（△） 3,924 △10,734
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

4,079 △10,591

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △3,418 △5,380

繰延ヘッジ損益 △685 △929

為替換算調整勘定 △93 171

持分法適用会社に対する持分相当額 301 67

その他の包括利益合計 △3,895 △6,070

四半期包括利益 183 △16,662

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 29 △16,776

少数株主に係る四半期包括利益 154 113
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

5,205 △9,901

減価償却費 18,767 14,783

退職給付引当金の増減額（△は減少） △473 △693

前払年金費用の増減額（△は増加） △341 △400

特別修繕引当金の増減額（△は減少） 288 204

持分法による投資損益（△は益） △4,541 △6,171

受取利息及び受取配当金 △1,239 △683

支払利息 2,757 2,755

有形固定資産除売却損益（△は益） 380 182

売上債権の増減額（△は増加） 10,924 13,959

たな卸資産の増減額（△は増加） △14,057 2,125

仕入債務の増減額（△は減少） 3,645 △2,498

その他 △252 2,425

小計 21,062 16,087

利息及び配当金の受取額 2,883 4,961

利息の支払額 △3,076 △2,732

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,998 △572

営業活動によるキャッシュ・フロー 18,872 17,743

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △44 △5

投資有価証券の売却による収入 446 646

関係会社株式の取得による支出 △2,460 △109

有形固定資産の取得による支出 △10,876 △11,205

有形固定資産の売却による収入 126 476

その他 △832 △2,159

投資活動によるキャッシュ・フロー △13,641 △12,355

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 6,672 335

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 14,000 7,000

長期借入れによる収入 － 900

長期借入金の返済による支出 △13,011 △8,974

社債の発行による収入 － 20,000

社債の償還による支出 △10,000 －

自己株式の取得による支出 △2 △1

配当金の支払額 △1,819 △1,359

その他 △122 △132

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,282 17,767

現金及び現金同等物に係る換算差額 △519 △169

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 428 22,985

現金及び現金同等物の期首残高 18,383 18,235

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 18,812

※1
 41,221
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【会計方針の変更等】

　当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日）

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　当社及び国内連結子会社（一部を除く）は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日

以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更している。

　これにより、従来の方法に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失は

それぞれ166百万円減少している。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示している。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

(1) ※１　たな卸資産に属する資産は、次のとおりである。

 
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成24年９月30日）

商品及び製品 61,903百万円 62,455百万円

仕掛品 27,106　〃 25,547　〃

原材料及び貯蔵品 43,373　〃 42,297　〃

 

(2）偶発債務

連結会社以外の会社の金融機関借入金等に対する債務保証及び保証予約を行っている。

（債務保証）　

前連結会計年度
（平成24年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成24年９月30日）

バル・ステンレス ＳＤＮ．ＢＨＤ． 5,190百万円 バル・ステンレス ＳＤＮ．ＢＨＤ． 4,900百万円

㈱ステンレスワン 1,202　〃 ㈱ステンレスワン 1,202　〃

当社従業員（住宅融資） 774　〃 当社従業員（住宅融資） 668　〃

日鴻不銹鋼(上海)有限公司 372　〃 日鴻不銹鋼(上海)有限公司 351　〃

その他 435　〃 その他 415　〃

計　 7,975　〃 計 7,538　〃

（うち外貨額 66,044千米ドル、 （うち外貨額 66,041千米ドル、

　 28,509千元、 　 28,512千元、

　 16,320千印ルピー） 　 25,906千印ルピー）

 

（保証予約）

前連結会計年度
（平成24年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成24年９月30日）

天津日華鋼材製品有限公司 15百万円 天津日華鋼材製品有限公司 14百万円

計　 15　〃 計　 14　〃

（うち外貨額 193千米ドル） （うち外貨額 193千米ドル）
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（四半期連結損益計算書関係）

(1）※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりである。

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日）

販売運送費 7,639百万円 7,620百万円

給料諸手当 4,566　〃 4,437　〃

退職給付費用 341　〃 333　〃

役員退職慰労引当金繰入額 48　〃 47　〃

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

(1）※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日）

現金及び預金勘定 18,817百万円 41,226百万円

預入期間又は償還期限が３ヶ月を超える

定期預金、債券等
△5　〃 △5　〃

現金及び現金同等物 18,812　〃 41,221　〃

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月13日

取締役会
普通株式 1,810 2.0平成23年３月31日平成23年６月３日利益剰余金

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年５月11日

取締役会
普通株式 1,358 1.5平成24年３月31日平成24年６月５日利益剰余金

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

　当社グループは、鉄鋼事業の単一セグメントであるため、セグメント情報については記載を省略している。　
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（有価証券関係）

Ⅰ 前連結会計年度末（平成24年３月31日）

その他有価証券　

 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

(1）株式 37,006 47,700 10,693

(2）債券    

国債・地方債等 16 16 0

その他 1,156 938 △217

合計 38,179 48,655 10,475

　

Ⅱ 当第２四半期連結会計期間末（平成24年９月30日）

　その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計

年度の末日に比べて著しい変動が認められる。

その他有価証券　

 取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

(1）株式 33,937 36,207 2,269

(2）債券    

国債・地方債等 4　 4　 0　

その他 1,175 953 △222

合計 35,117 37,165 2,047

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は

四半期純損失金額（△）　　
4円34銭 △11円88銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は

四半期純損失金額（△）（百万円）
3,924 △10,734

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は

四半期純損失金額（△）（百万円）
3,924 △10,734

普通株式の期中平均株式数（千株） 903,768 903,743

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載していない。
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（重要な後発事象）

　（株式移転による親会社の設立）

　当社と日本金属工業株式会社（以下「日金工」という。）は、平成24年10月１日をもって共同株式移転の方法によ

り当社及び日金工の完全親会社となる日新製鋼ホールディングス株式会社（以下「共同持株会社」という。）を設

立して経営統合することについて合意に達し、平成24年４月27日付で上記の共同株式移転に係る株式移転計画

（以下「本株式移転計画」という。）を作成し、併せて同日付で本株式移転計画に基づき経営統合を行うことに合意

する株式移転契約書を締結した。なお、本株式移転計画については、平成24年６月26日開催の当社及び日金工の定時

株主総会において承認可決された。

　これにより、当社と日金工は、平成24年10月１日をもって、共同株式移転の方法により共同持株会社を設立し、両社

の発行済株式の全部を新たに設立する共同持株会社に取得させるとともに、当社及び日金工の株主に対し、共同持株

会社が本株式移転に際して発行する新株式を割当て交付した。

　なお、本株式移転に伴い、当社及び日金工の株式は、平成24年９月26日にそれぞれ東京証券取引所（当社、日金工）、

大阪証券取引所（当社）、名古屋証券取引所（当社）及び福岡証券取引所（当社）の上場を廃止し、新たに設立され

た共同持株会社の株式については、平成24年10月１日に東京証券取引所に新たに上場された。

(１）本株式移転による経営統合の目的及び理由

当社及び日金工は、事業環境の構造的変化に対応し、厳しい競争に勝ち抜くため、両社の経営資源を結集してこ

れを最大限に活用することにより、ステンレス分野における総合力（技術・開発力、販売力、収益力）国内No.１

メーカーとしての地位を確立するだけでなく、グローバル・ステンレストップメーカーへの飛躍に向けて事業基

盤を強化する。

　

(２）本株式移転の要旨

①本株式移転の方法

当社と日金工は、平成24年10月１日をもって、共同株式移転の方法により共同持株会社を設立し、両社の発行

済株式の全部を新たに設立する共同持株会社に取得させるとともに、当社及び日金工の株主に対し、共同持株会

社が本株式移転に際して発行する新株式を割当て交付した。

②本株式移転に係る割当ての内容（株式移転比率）

会社名 当社 日金工

株式移転比率　 1.00 0.56

（注）１．株式の割当比率

当社の普通株式１株に対して共同持株会社の普通株式0.1株を、日金工の普通株式１株に対して共同

持株会社の普通株式0.056株をそれぞれ割当て交付する。なお、共同持株会社の単元株式数は100株とす

る。 

　本株式移転により、当社または日金工の株主に交付する共同持株会社の普通株式の数に１株に満たな

い端数については、会社法第234条その他関連法令の規定に従い、当該株主に対し１株に満たない端数部

分に応じた金額を支払う。　

２．共同持株会社が本株式移転により交付した新株式数

普通株式　　　109,843,923株

　

（３）本株式移転により新たに設立する会社の状況

(1）商　　　　　号

 
日新製鋼ホールディングス株式会社
（英文名：Nisshin Steel Holdings Co., Ltd.）
 

(2）事　業　内　容

　
鉄鋼及び非鉄金属の製造、加工及び販売等を営む子会社等の経営管理並びに

それに附帯関連する事業
　

(3）所　　在　　地
　
東京都千代田区丸の内三丁目４番１号
　

(4）代　　表　　者

　
代表取締役社長

CEO(最高経営責任者)
　

三喜　俊典　　
(現　当社　代表取締役社長

CEO(最高経営責任者))

(5）資　　本　　金
　
300億円　
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(6）決　　算　　期
　
３月31日
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２【その他】

重要な訴訟事件等

　当社は、建材製品製造業者向け塗装溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯の販売における独占禁止法違反の行為を認定した

公正取引委員会の排除措置命令及び課徴金納付命令について、当社の審判請求を棄却した公正取引委員会の平成24

年６月13日付審判を不服として、平成24年７月13日、東京高等裁判所に審決取消訴訟を提起した。

　（注）本件に係る課徴金等については、平成21年度において、特別損失に計上している。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成２４年１１月８日

日　新　製　鋼　株　式　会　社

取　締　役　会　　御　中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 吉 野  保 則　印

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 山 岸　　聡　 印

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 佐々木浩一郎　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日新製鋼株式会社

の平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２４年７月１日

から平成２４年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２４年４月１日から平成２４年９月３０日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日新製鋼株式会社及び連結子会社の平成２４年９月３０日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
強調事項　

　重要な後発事象に記載されているとおり、平成２４年１０月１日付で親会社である日新製鋼ホールディングス株式会社

が設立された。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
　　
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上
　

（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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